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宇佐・高田・国東広域ごみ処理施設整備事業（管理棟外付属棟建設工事）

大分県宇佐市大字西大堀字立出地内
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建築一式工事

建築主体工事

・管理棟

構造 ： 鉄骨造　 　階数 ： 地上３階建て　　 延面積 ： 約1,315㎡

屋根 ： 折板　　　外壁 ： モザイクタイル、ＥＰＣ　　　基礎 ： 杭基礎

その他 ： 渡り廊下、屋外階段

・計量棟

構造 ： 鉄骨造　　　階数 ： 平屋建て　　　延面積 ： 約135㎡

屋根 ： 折板　　　外壁 ： ＡＬＣ複層塗材　　　基礎 ： 直接基礎

・ストックヤード棟

構造 ： 鉄骨造　　　階数 ： 平屋建て　　延面積 ： 約270㎡

屋根 ： 折板　　　外壁 ： 壁・カラーガルバリウム鉄鋼角波

腰・ コンクリート打ち放し　複層塗材　　　基礎：直接基礎

・洗車場

構造 ： 鉄骨造　　　階数 ： 平屋建て　　　延面積 ： 約137㎡

屋根 ： 折板　　　外壁 ： 壁・コンクリート打放し　複層塗材

基礎　　直接基礎　　　その他　　油水分離槽：コンクリート層

・屋外ﾄｲﾚ

構造 ： 鉄筋コンクリート壁式構造　　　階数 ： 平屋建て

延面積 ： 約41㎡　　　屋根 ： シート防水　　　外壁 ： コンクリート打放し 

複層塗材　　基礎 ： 直接基礎　　　浄化槽は機械設備工事とする

・防球ネット H=13,000　　L=103.344

・昇降機 2カ所 （焼却棟・管理棟　各1カ所)
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4 歩掛適用年月日

5

6 有 無

7 有 無

8 有 無

積  算  参  考  資  料　　（工　事）

工 事 主 管 課

概　要

宇佐・高田・国東広域事務組合

工 事 名

工事場所

工 事 概 要

工 種 区 分 建築主体工事

参考歩掛書 公共建築工事標準単価積算基準 令和４年４月

単価適用年月日令和４年10月 公共建築工事標準単価積算基準

施工時間制約の有無

時間的制約の有無

イメージアップの有無
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（１） 数量内訳書は、発注者が用いた積算資料を、参考として提示するものである。
（２） 別紙仕様書、現場説明書参照のこと。
（３） 現場代理人、主任技術者及び監理技術者の配置等については、建設業法第１９条の２、同法

第２６条及び同法第２６条の２に定めるところによるものとする。
（４） 建設業法に定める経営業務の管理責任者、営業所の専任技術者、建築士事務所を管理する

建築士（管理建築士）及び専任の宅地建物取引主任者等の他の法律により特定の事務所等

において専任を要するとされている者は、現場代理人として配置できない。また専任の主任技

術者又は専任の監理技術者としても配置できない。

（５） 受注者は、建設資材を調達する場合には、大分県内で産出、生産または製造されたものを優先

して使用すること。

（６） 当該工事に係る設計業務等の受託者（内海・坪井・トクオ特定建設工事共同企業体・(公）全国都

市清掃会議・㈱日建技術コンサルタント）又は当該受託者・再委託者と資本、人事面において関連

がある者は、当該入札に参加できない。

（７） 落札制限

  １）本案件は落札制限対象工事である。

  ２）落札制限対象工事は次のとおりとする。

　・宇佐・高田・国東広域ごみ処理施設整備事業（焼却棟建設工事）

　・宇佐・高田・国東広域ごみ処理施設整備事業（リサイクル棟建設工事）

　・宇佐・高田・国東広域ごみ処理施設整備事業（管理棟及び付属棟建設工事）

　・国東サテライトセンター整備事業（建屋建設工事）

  ３）上記工事については、いずれか1つの工事の落札者にしかなれないものとする。

  ４）上記工事のいずれか1つを落札した者が行った入札のうち、落札決定より後に開札される

      上記工事の入札については無効として取り扱う。

（8） 下請けについて

１）一般建設業の許可のみ有するものについては下請発注限度額は、4,000万円未満である。

      ただし、建築一式工事の場合は、下請発注限度額は、6,000万円未満である。
（9） その他

１）支払い限度額の割合を下記のとおりとする。

令和4年度　約0％　　令和5年度　約2.0％　　令和6年度　約97.8％　　令和7年度　約0.2％

２）出来高予定額の割合を下記のとおりとする。

令和4年度　約0％　　令和5年度　約2.0％　　令和6年度　約97.8％　　令和7年度　約0.2％

３）前払い請求可能な回数を下記のとおりとする。

令和4年度　0回　　令和5年度　1回　　令和6年度　1回　　令和7年度　1回

４）中間払い請求可能な回数を下記のとおりとする。

令和4年度　0回　　令和5年度　1回　　令和6年度　1回　　令和7年度　1回

５）部分払い請求可能な回数を下記のとおりとする。

令和4年度　0回以内　　令和5年度　3回以内　　令和6年度　3回以内　　令和7年度　3回以内

※中間前払い、部分払いについては契約締結前にいずれかを選択すること。

留意事項



広域地図

配置図

管理棟
計量棟

ストックヤード棟

屋外トイレ

洗車棟

防球ネット



Ⅰ 工程関係 ア．工種（焼却棟建設工事、リサイクル棟建設工事、電気設備工事、機械設備工事、） 

イ．着工予定（令和5年3月～令和7年6月）

ア．工種（　                        　）  イ．期間（                              ）

ウ．方法（                    ）

3 関係機関との協議あり ア．協議者（　随時　） イ．期間（　　　随時　　　　）

4 その他（            ）

Ⅱ 用地関係 1 用地・補償物件等の未処理部分あり ア．区間（№      ～№        ） イ．処理見込時期（   年    月）

2 仮設ヤード等の使用条件あり ア．場所（                    ） イ．期間（                     ）

3 その他（ 埋戻し土の一時保管場所　）

Ⅲ 公害関係 ア．騒音    イ．振動     ウ．水質     エ．その他（          ）

オ．施工方法（                    ）  カ．作業時間（                     ）

2 事業損失防止に関する調査あり ア．調査の項目（              ）

3 その他（            ）

Ⅳ 安全対策関係 1 近接作業制限あり（              ） ア．工法制限あり（               ） イ．作業時間制限あり（               ）

2 発破作業制限あり ア．防護工法指定あり（             ） イ．作業時間制限あり（              ）

ア．配置人員（    　人）     イ．作業時間帯（ 昼間  ・  夜間    ・24Ｈ ）

ウ．交代要員（ 有 ・ 無 ） エ．期間（     日・月）

4 その他（            ）

Ⅴ 工事用道路関係 1 一般道路（搬入路）の使用制限あり ア．搬入経路指定あり（             ） イ．作業時間制限あり（             ）

ア．全面占用可（                ） イ．片側占用可（                ）

ウ．時間制限あり（              ）

ア．一般交通供用あり（              ） イ．安全施設必要（                ）

ウ．路面工（工種               ）  エ．工事完了後存置（               ）

4 その他（            ）

Ⅵ 仮設備関係 1 仮設物の指定または一部指定 ア．工種（               ）

2 仮設構造物の転用、兼用あり ア．仮設構造物（              ）

3 その他（            ）

Ⅶ 残土・産業廃棄 ア．場所（　　　　　　　）   イ．運搬距離（　　 km）

物関係 ウ．投棄料計上あり       エ．押土、整地必要

2 産業廃棄物の処理条件あり ア．種類（                 ）   イ．運搬距離（      km）

3 その他（            ）

Ⅷ 工事支障物件等 ア．電気   イ．電話   ウ．水道   エ．下水道   オ．（            ）

カ．移設、撤去、防護方法等（                   ）

ア．電気   イ．電話   ウ．水道   エ．下水道   オ．（            ）

カ．内容（                   ）

3 その他（            ）

Ⅸ 排水工 1 濁水、湧水等の処理条件あり ア．方法（                            ）

（濁水処理含） 2 その他（            ）

Ⅹ 薬液注入関係 1 施工、管理方法の条件あり ア．施工区分（                      ）

イ．注入材料及び注入量（                        ）

ウ．施工範囲（                      ）

エ．その他（                        ）

Ⅺ その他 1 現場発生材あり ア．品名（              ）    イ．納入場所（                   ）

2 支給品あり ア．品名（              ）    イ．納入場所（                   ）

3 関係機関、自治会等の条件あり

エ．その他（                        ）

4 その他（            ）

2 施工時期の制約、施工方法の制限あり

現    場    説    明    書

施工条件明示
下記項目、事項のうち○印該当欄は、工事施工にあたって制約等を受けることになるので参考のため明示する。なお、明示事項に
変更が生じた場合及び明示されていない制約等が発生した時は、発注者と協議し適切な措置を講じるものとする。

明 示 項 目 明 示 項 目 制  約  条  件  等

1 関連する別途発注工事あり

ア．場所（  工事場所　） イ．期間（　施工中    ）

3 交通整理員等の配置

2 一般道路の占用可能

1 施工方法の制限あり

2 新設占用物件と重複工事あり

ア.内容（                        ）

イ.該当工種（                       ）    ウ．条件等（                           ）

3 仮設道路の設置条件あり

1 残土の処理条件あり

1 占用支障物件あり



第１条　（指示・承諾・協議）

 指示を要する事項については、監督員指示書により行うものとする。

第２条　（下請負人の選定）

第３条　（再生資材等の利用）

第４条　（暴力団等の契約からの排除）
１）

①

②

③

④

⑤
⑥

　 ⑦

２）

第５条　（現場代理人の工事現場への常駐）

１）
①
②
③
④

第６条　（主任（監理）技術者の要件及び専任を要する期間等）
１）

①

②

③

２）

３）

 本工事においては、原則として再生資材等を利用することとする。

特　記　仕　様　書

 承諾又は協議を要する事項については、工事打合せ簿により行うものとする。

 受注者は、指名停止期間中の者を下請人とすることはできない。

※「工事打合せ簿」の電子データは、宇佐・高田・国東広域事務組合ホームページ内
（https://www.utk-kouiki.jp/bid/publication）にて掲載している。

 受注者は、次の①から⑦のいずれかに該当してはならず、契約締結後に該当することが確認された場合は、約
款第４８条に規定する契約解除要件に該当するため注意すること。また、落札者が次の①から⑤のいずれかに
該当することが確認された場合は、その者と契約を締結しない。

 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合にはその役員又はその支店若
しくは常時建設工事の請負契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この条において同じ。）が暴力団
員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下この条において「暴力団対策
法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この条において「暴力団員」という。）であると
認められるとき。

 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この条において同じ。）又は暴力団
員が経営に実質的に関与していると認められるとき。
 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、
暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。
 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極
的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。

 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。
 この契約に関し、下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が①から⑤
までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。
 この契約に関し、受注者が、①から⑤までのいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原材料の購入
契約その他の契約の相手方としていた場合（⑥に該当する場合を除く。）に、発注者が受注者に対して当
該契約の解除を求め、受注者がこれに従わなかったとき。

 下請契約等の相手方に対しても、上記１）の趣旨について周知すること。

 工事現場が稼働していない期間

　現場代理人は、この契約の履行に関し、工事現場に常駐しなければならない。
　ただし、発注者との連絡体制が確保され、かつ、次の１）に該当する期間において、発注者が認めた場合には工事現
場への常駐を要しない。

 本工事の落札者が、上記要件を満たす主任（監理）技術者を配置できない場合は、契約を締結しないこととな
るため、契約辞退届を発注者へ提出すること。
 また、落札決定後に上記要件を満たす主任（監理）技術者を配置できずに契約の締結ができないときは、「大
分県が発注する建設工事等の契約に係る指名競争入札参加者の資格を有する者に対する指名停止等措置要領」
に基づき、指名停止措置となることがある。

 請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮設工事等
が開始されるまでの期間）については、配置技術者の工事現場への専任を要しない。なお、現場施工に着
手する日については、請負契約の締結後、監督職員との協議において定める。
 配置技術者は、原則として完成期限まで工事現場への専任を要するものとするが、完成期限までに検査
が終了した場合（発注者の都合により検査が遅延した場合を除く。）については、その後の事務手続、後
片付け等の期間における工事現場への専任を要しない。なお、検査が終了した日とは、発注者が工事の完
成を確認した日（検査結果通知書における検査年月日）とする。
 専任で配置する主任技術者は、本工事と近接工事（諸経費調整を行う工事に限る）が密接な関係にある
場合に限り、兼任を認める場合がある。ただし、発注者が兼任を認めた場合は、この限りではない。

 本工事の落札者は、主任技術者等選任通知事務処理要領に基づき、「現場代理人及び主任（監理）技術者等選
任（変更）通知書」を落札決定から７日以内に発注者に提出すること。提出については、当該配置技術者と直
接的な雇用関係を有すること又は、入札の申込みがあった日等以前３箇月以上前に雇用された者であることを
証する客観的資料として、健康保険被保険者証等の写しを添付しなければならない。

 契約締結後、現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの期間。
 約款第２０条第１項又は第２項の規定により、工事の全部の施工を一時中止している期間。
 橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター等の工場製作を含む工事であって、工場製作のみが行われている
 上記のほか、工事現場において作業等が行われていない期間

 本工事の落札者は、建設業法第２６条に定める主任（監理）技術者として、直接的な雇用関係を有する者を配
置しなければならない。なお、配置期間は工期の始期日から目的物引渡の日までとする。
 また、落札価格（税込み）が８，０００万円以上の場合においては、入札の申込みがあった日（指名競争入札
に付す場合であって入札の申込みを伴わないものにあっては入札の執行日、随意契約による場合にあっては見
積書の提出のあった日）（以下、「入札の申込みがあった日等」という。）以前３箇月以上前に雇用された者
を本工事に専任で配置しなければならない。
 ただし、配置技術者の専任期間については、契約工期を原則とし、次のとおり取り扱う。



第７条　（設計変更の手続き）

第８条　（建設副産物の処理）

※

第９条　（建設発生土の処理）

１）

２）

３）

４）

５）
６）

７）

※

第１０条　（排ガス対策型建設機械の使用）
１）

２）

３）

第１１条　（数量内訳書の取り扱い）
１）

２）

第１２条　（材料及び下請業者）
１）
２）

 受注者は、特定事業場へ搬出する場合、特定事業場の区域内において当該工事から搬出した建設発生土と他の
土砂が区分できるように努めるものとする。

 受注者は、工事中に建設発生土を「再生資源利用促進計画書」に記載した搬出先以外の場所に搬出する必要が
生じた場合、速やかに「理由書」を作成し発注者に協議を行うとともに、上記３）～５）を行うものとする。

設計変更については、宇佐・高田・国東広域事務組合公共工事請負約款及び公共建築工事標準仕様書、公共建築改修工
事標準仕様書、建築物解体工事共通仕様書によるものとする。

 本工事の受注者は「建設副産物適正処理推進要綱の改正について（国土交通事務次官通達、平成１４年５月３０
日）」、「公共建設工事における再生資源活用の当面の運用について（平成１４年５月３０日）」を遵守して「再生資
源利用計画書（様式１・イ）」及び「再生資源利用促進計画書（様式２・ロ）」を「建設副産物情報交換システム（Ｃ
ＯＢＲＩＳ入力システム）（以下「システム」という）」で作成し、施工計画書に添付のうえ、建設副産物の適正な処
理及び再生資源の活用を図ること。
 工事施工中に「再生資源利用計画書（様式１・イ）」及び「再生資源利用促進計画書（様式２・ロ）」に記載されて
いる、再生特定建設資材及び再資源化予定の建設副産物を再生利用ができなくなる場合は、「理由書」を作成し監督員
に協議しなければならない。
 工事完了後には速やかにシステムにデータの入力を行い、「再生資源利用実施書（様式１）」「再生資源利用促進実
施書（様式２）」及び工事登録証明書（ＣＯＢＲＩＳシステムにより出力）を監督員に提出するものとする。
　なお、収集、運搬、処分のいずれか又は全部を他に委託する場合は、知事の許可を受けた処理業者に限るものとす
る。

「ＣＯＢＲＩＳ入力システム」については、建設副産物情報センターのホームページから利用できる。
　　ＵＲＬ：http://www.recycle.jacic.or.jp/index.html

建設発生土の処理は前条（建設副産物の処理）によるほか、下記のとおりとする。
 受注者は、「大分県土砂等のたい積行為の規制に関する条例（平成18年11月1日施行。以下「土砂条例」とい
う）」の主旨を尊重し、公共工事において発生する建設発生土の適切な処理を行うことにより、生活環境の保
全に努めるものとする。
 なお、「建設発生土等の有効利用に関する行動計画（国土交通省平成15年10月）」に沿って、建設発生土の工
事間利用を促進することを原則とする。

 土砂条例における「特定事業」とは土砂等のたい積行為に供する区域以外の場所から採取された土砂等を使用
し、たい積行為を行う事業であって、土砂等のたい積行為に供する区域の面積が3,000㎡以上であるものをい
う。

 受注者は、建設発生土の搬出を伴う工事の施工に際しては、前条（建設副産物の処理）により、搬出先につい
て密に発注者と協議を行うものとする。

 受注者は、土砂条例における特定事業場へ土砂等を搬出する場合、搬出に先立って、土砂条例第14条の規定に
よる同条例規則第7号様式「採取元証明書」を作成し特定事業の事業者に提出するものとする。
 なお、監督員の指示により土壌調査を行った場合、もしくは5,000m3以上の建設発生土を搬入する場合は、土
砂条例第14条の規定による「安全基準適合証明書」（同条例規則第2号様式「検査試料採取調書」及び当該検査
に係る計量証明書（計量法第107条の登録を受けた計量証明事業者が交付したものに限る））を添付するものと
する。

 受注者は、特定事業の事業者に提出した上記４）の書類の写しを、監督員に提出するものとする。

「検査試料採取調書」「採取元証明書」の様式（電子ファイル）は、大分県ホームページ内
（http://www.pref.oita.jp/soshiki/18700/tokki-syorui.html)に掲載している。

 本工事において一般工事用建設機械を使用する場合は、「排ガス対策型建設機械指定要領（平成3年10月8日付
け建設省経機発第249号最終改正平成14年4月1日付国土交通省総施発第225号）」、「排出ガス対策型建設機械
の普及促進に関する規定（国土交通省告示第348号、平成18年3月17日）」もしくは「第3次排出ガス対策型建機
械指定要領（平成18年3月17日付国総施第215号）」に基づき指定された排出ガス対策型建設機械を使用するも
のとする。なお、「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律（平成17年法律第51号）」に基づき、技術
基準に適合するものとして届出された特定特殊自動車を、本工事において使用する場合はこの限りでない。

 排出ガス対策型建設機械を使用できない場合は、平成7年度建設技術評価制度公募課題「建設機械の排出ガス
浄化装置の開発」、又はこれと同様の開発目標で実施された民間開発建設技術の技術審査・証明事業、あるい
はこれと同等の開発目標で実施された建設技術審査証明事業により評価された排出ガス浄化装置を装着するこ
とで、排出ガス対策型建設機械と同等と見なす。

  排出ガス対策型建設機械あるいは排出ガス浄化装置を装着した建設機械を使用する場合、現場代理人は、施工現場
において使用する建設機械の写真撮影を行い監督員に提出するものとする。

  数量内訳書は、本工事の積算をする際の参考資料として提示するものであり、これに記載されている項目、数量等に
関するものは設計変更及び質問の対象にはならない。
  入札の際は、設計図書に従い積算を行い、疑義があれば質問等により早期の解消に努めること。

 受注した市発注工事の一部を下請業者に発注する場合は、可能な限り市内業者を活用するよう努めるものとする。
 建設資材等の購入についても、可能な限り市内業者から購入するように努めるとともに、積極的に市産材の活用に努
めるものとする。



第１３条　（縮小図面の添付）

第１４条　（ワンデーレスポンスの実施）
１）

２）

３）

４）
※

第１５条　（工事実績情報の登録）

１）
２）
３）

第１６条　（法定外の労災保険の付保）

第１７条 （法定福利費を明示した請負代金内訳書の提出及び予定価格に含まれる法定福利費事業主負担額概算額）

 発注者は、受注者からの質問、協議への回答は、基本的に「１日以内」に回答するよう対応する。ただし、１
日以内の回答が困難な場合は、いつまでに回答が必要なのかを受注者と協議のうえ、回答期限を設けるなど、
何らかの回答を「１日以内」にする 。

工事受注時 契約締結後１０日以内

 本設計図書には、A-3サイズに縮小した図面を添付している。受注者には、契約後すみやかに原図等を貸し与える。
 また、本設計図書に添付している図面については、記載されている縮尺値が実際と異なるため、注意すること。

 受注者は、計画工程表の提出にあたり、作業間の関連把握や工事の進捗状況等を把握できる工程管理方法につ
いて、監督員と協議をおこなうこと。
 受注者は工事施工中において、問題が発生した場合や計画工程と実施工程を比較照査して差異が生じた場合
は、速やかに的確な状況の資料等を作成し文書にて監督員へ報告すること。

 受注者は、発注者からの「指示」等に対する対応もワンデーレスポンスの主旨により対応すること。
「指示・承諾・協議書」の電子データは、宇佐・高田・国東広域事務組合ホームページ内
（https://www.utk-kouiki.jp/bid/publication）にて掲載している。

 受注者は、請負代金額が５００万円以上の工事については、工事実績情報システム（コリンズ）に基づき、工事実績
情報として、「登録のための確認のお願い」を作成し監督員の確認を受けたのちに、次に示す期間内に登録機関に登録
しなければならない。ただし、期間には、土曜日、日曜日、祝日等は含まない。

登録内容の変更時 契約変更締結後１０日以内
工事完成時 工事完成後１０日以内

 なお、変更登録時は、工期、技術者に変更が生じた場合に行うものとし、工事請負代金のみ変更の場合は、原則とし
て登録を必要としない。

「建設工事従事者の安全及び健康の推進に関する大分県計画」における法定福利費等経費の適切な確保並びに
法定福利費を適切に負担する事業者による公平で健全な競争環境を確保する観点から、工事価格の内数として
法定福利費を明示した請負代金内訳書を提出すること。法定福利費とは、現場労働者に関する健康保険、厚生
年金保険及び雇用保険の法定の事業主負担額のことをいう。
　なお、本工事の予定価格に含まれる法定福利費事業主負担額概算額は、別紙「予定価格に含まれる法定福利
費事業主負担額概算額」のとおりである。

◎登録後は速やかに、登録機関が発行する「登録内容確認書」を監督員に提出する。なお、変更時と工事完成時の間が
１０日間に満たない場合は、変更時の提出を省略できる。

本工事において、受注者は法定外の労災保険に付さなければならない。



 （別紙）

¥684,436,500

営繕工事

予定価格に含まれる法定福利費事業主負担額概算額

予定価格

工　　種

　「（参考）上記予定価格に含まれる法定福利費事業主負担額概算

額」は、あくまで現場管理費に含まれる法定福利費について、本件工

事に係る官積上の予定価格の額に、工種別の「予定価格に占める法定

福利費の平均割合」に乗じて算出したものであり、実際に事業主が負

担する額は労働者の雇用形態、施工地域等に応じて決定される。

¥31,110,750

（参考）上記予定価格に含ま

れる法定福利費事業主負担額

概算額（税抜き）


